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は
じ
め
に

納
税
環
境
整
備
の
諸
課
題
に

つ
い
て
、
平
成
２２
年
度
税
制
改

正
大
綱
に
お
い
て
、
納
税
者
権

利
憲
章
の
制
定
、
国
税
不
服
審

判
所
の
改
革
、
社
会
保
障
・
税

共
通
番
号
制
度
の
導
入
に
つ
い

て
、
一
年
以
内
を
目
途
に
結
論

を
得
る
と
さ
れ
た
。

政
府
税
制
調
査
会
で
は
、
専

門
家
委
員
会
（
委
員
長

神
野

直
彦
東
京
大
学
名
誉
教
授
）
の

下
に
、
納
税
環
境
整
備
小
委
員

会
（
座
長

三
木
義
一
青
山
学

院
大
学
院
教
授
）
が
設
置
さ

れ
、
平
成
２３
年
度
税
制
改
正
大

綱
に
盛
り
込
む
べ
き
議
論
が
行

わ
れ
、
成
果
が
「
納
税
環
境
整

備
Ｐ
Ｔ
報
告
書
」
と
し
て
公
表

さ
れ
た
。

１２
月
１０
日
の
税
制
調
査
会
全

体
会
合
に
お
い
て
、
要
望
項
目

等
に
関
す
る
最
終
整
理
案
が
ま

と
め
ら
れ
、
１２
月
１６
日
に
閣
議

決
定
さ
れ
た
税
制
改
正
大
綱
の

公
表
に
及
ぶ
の
で
あ
る
。

国
税
通
則
法
は
昭
和
３７
年
の

制
定
以
来
、
実
に
約
５０
年
ぶ
り

の
大
改
正
で
あ
り
、
税
理
士
会

が
長
年
に
わ
た
っ
て
要
望
し
て

き
た
こ
と
が
こ
こ
で
よ
う
や
く

実
現
し
よ
う
と
し
て
い
る
の
で

あ
る
。

平
成
１９
年
１２
月
日
税
連
で
は

「
行
政
不
服
審
査
法
の
改
正
に

伴
い
国
税
通
則
法
の
改
正
を
求

め
る
意
見
」（
※
参
考
）
を
作
成

し
、
当
時
提
案
さ
れ
て
い
た
行

政
不
服
審
査
法
（
以
下
「
行
審

法
」
）
の
全
面
改
正
に
伴
う
個

別
法
と
し
て
の
国
税
通
則
法
の

改
正
に
つ
い
て
意
見
を
提
出
し

た
が
、
国
会
で
の
審
議
未
了
で

廃
案
と
な
っ
た
経
緯
が
あ
る
。

※
参
考

国
税
通
則
法
改
正
意
見

平
成
１９
年

日
本
税
理
士
会

連
合
会

１

異
議
申
立
て
を
廃
止
し
、

再
調
査
請
求
制
度
を
創
設
す

る
こ
と

簡
易
・
迅
速
な
権
利
救
済

制
度
と
し
て
機
能
を
充
実
さ

せ
る

２

審
査
請
求
期
間
を
２
箇
月

か
ら
３
箇
月
以
内
に
延
長
す

る
こ
と

３

審
査
請
求
の
標
準
審
理
期

間
を
設
け
る
こ
と

４

証
拠
書
類
の
閲
覧
・
謄
写

を
認
め
る
こ
と

５

審
理
手
続
き
を
充
実
さ
せ

る
こ
と

�

口
頭
意
見
陳
述
を
認
め

る
対
審
的
構
造
の
手
続
き
規

定
を
整
備
す
る

�

争
点
主
義
的
運
営
に
基

づ
く
手
続
き
規
定
を
整
備
す
る

改
革
の
方
向
性

１

再
調
査
請
求
は
審
査
請
求

の
前
置
で
な
く
、
納
税
者
選

択
と
す
る
こ
と

２

全
て
の
課
税
処
分
に
理
由

附
記
を
義
務
づ
け
る
こ
と

理
由
附
記
を
青
色
申
告
者

へ
の
特
典
と
し
な
い
こ
と

３

第
三
者
機
関
（
審
査
会

等
）
へ
の
意
見
送
付
手
続
き

を
行
な
う
こ
と

国
税
不
服
審
判
所
の
独
立

性
を
明
確
に
し
、
審
査
制
度

の
公
正
性
を
高
め
る
た
め

４

国
税
審
判
官
の
任
用
基
準

を
策
定
す
る
こ
と

処
分
庁
と
裁
決
庁
の
機
能

分
離
の
観
点
か
ら
、
任
用
基

準
を
公
表
す
る
こ
と

５

行
政
庁
の
不
作
為
に
つ
い

て
、
処
分
を
求
め
る
制
度
を

設
け
る
こ
と

６

通
則
法
の
抜
本
的
改
正
に

つ
い
て

通
則
法
に
「
国
民
の
権
利

利
益
の
保
護
及
び
救
済
を
図

る
」
規
定
を
創
設
す
る
こ
と

審
査
請
求
手
続
き
を
経
な

い
で
直
接
訴
訟
提
起
で
き
る

制
度
を
創
設
す
る
こ
と

行
政
手
続
法
除
外
規
定
を

廃
止
す
る
こ
と

し
か
し
、
今
回
の
改
正
で
は

日
税
連
が
提
案
し
た
「
改
革
の

方
向
性
」
に
至
る
ま
で
全
面
的

に
取
り
上
げ
ら
れ
お
り
、
法
案

の
成
立
ま
で
大
事
に
行
方
を
守

り
た
い
。

新
政
権
で
は
、
昨
年
１１
月
に

行
審
法
の
改
正
の
方
向
性
と
し

て
審
理
官
と
い
う
通
達
に
拘
束

さ
れ
な
い
新
た
な
制
度
提
案
を

行
っ
て
、こ
れ
か
ら
具
体
的
な
法

案
構
築
に
至
ろ
う
と
し
て
い
る
。

従
っ
て
、
国
税
不
服
審
判
所

の
全
面
改
革
は
そ
の
後
と
さ
れ

た
が
、税
理
士
を
始
め
と
す
る
民

間
審
判
官
を
全
体
の
５０
％
程
度

と
す
る
と
い
う
今
回
の
税
制
改

正
大
綱
に
税
理
士
会
と
し
て
も

優
れ
た
人
材
を
送
る
べ
く
努
力

を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
以

下
本
稿
で
は
国
税
通
則
法
の
改

正
を
中
心
と
し
た
税
制
改
正
に

つ
い
て
論
述
す
る
こ
と
と
す
る
。

１
、
納
税
者
権
利
憲

章
の
策
定
及
び
税

務
調
査
手
続

�

国
税
通
則
法
の
見
直
し
に

つ
い
て

①
納
税
者
権
利
利
益
保
護
規
定

を
第
一
条
に
挿
入
す
る

国
税
通
則
法
第
一
条
の
目
的

規
定
を
改
正
し
、
税
務
行
政
に

お
い
て
納
税
者
の
権
利
利
益
の

保
護
を
図
る
趣
旨
を
明
確
に
す

る
と
さ
れ
た
。

参参
考考：：

現現
行行
規規
定定

第
１
条

こ
の
法
律
は
、
国
税

に
つ
い
て
の
基
本
的
な
事
項
及

び
共
通
的
な
事
項
を
定
め
、
税

法
の
体
系
的
な
構
成
を
整
備

し
、
か
つ
、
国
税
に
関
す
る
法

律
関
係
を
明
確
に
す
る
と
と
も

に
、
税
務
行
政
の
公
正
な
運
営

を
図
り
、
も
つ
て
国
民
の
納
税

義
務
の
適
正
か
つ
円
滑
な
履
行

に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

②
税
務
手
続
の
明
確
化

以
下
の
各
種
税
務
手
続
の
明

確
化
等
に
つ
い
て
同
法
に
規
定

を
集
約
す
る
と
さ
れ
、
通
則
法

が
租
税
の
事
前
手
続
か
ら
事
後

手
続
ま
で
網
羅
し
た
、
基
本
法

と
な
る
旨
が
明
ら
か
に
さ
れ
た
。

イ

税
務
調
査
に
お
け
る
事
前

通
知
（
通
知
対
象
者
、
開
始

日
時
・
場
所
・
目
的
・
対
象

税
目
・
課
税
期
間
等
の
通
知

内
容
、
通
知
方
法
な
ど
を
規

定
）

ロ

税
務
職
員
に
よ
る
質
問
検

査
権
は
法
人
税
、
所
得
税
等

各
税
目
に
規
定
が
あ
る
が
関

連
規
定
を
集
約
し
て
規
定
す

る
。

ハ

税
務
調
査
終
了
後
に
お
け

る
調
査
内
容
の
説
明
（
更
正

・
決
定
等
す
べ
き
と
認
め
ら

れ
る
場
合
に
つ
い
て
、
調
査

結
果
（
非
違
の
内

容
、
金

額
、
理
由
）
、「
修
正
申
告
又

は
期
限
後
申
告
を
行
っ
た
場

合
に
は
そ
の
部
分
に
つ
い
て

不
服
申
立
て
が
で
き
な
い
こ

と
」
な
ど
を
説
明
す
る
）

ニ

税
務
申
告
に
お
い
て
申
告

内
容
に
問
題
が
あ
る
場
合
の

修
正
申
告
等
を
勧
奨
す
る

ホ

税
務
調
査
に
お
け
る
終
了

通
知

へ

税
務
調
査
に
お
い
て
納
税

者
か
ら
提
出
さ
れ
た
物
件
の

預
か
り
・
変
換
等
に
関
す
る

手
続

ト

更
正
の
請
求
期
間
の
延
長

チ

更
正
の
請
求
に
お
け
る

「
事
実
を
証
明
す
る
書
類
」

の
添
付
の
義
務
化

リ

内
容
虚
偽
の
更
正
の
請
求

に
対
す
る
処
罰
規
定

ヌ

処
分
の
理
由
附
記

以
上
の
と
お
り
、
調
査
の
事

前
通
知
は
文
書
で
行
な
わ
れ
る

こ
と
と
な
り
、
事
前
通
知
を
行

な
わ
な
い
場
合
の
具
体
的
例
示

を
通
達
で
公
表
す
る
こ
と
と
さ

れ
た
。

質
問
検
査
権
は
、
各
税
目
に

あ
っ
た
規
定
を
集
約
し
て
規
定

す
る
と
さ
れ
た
が
、
事
前
通
知

を
行
な
わ
な
い
場
合
の
例
示
と

し
て
「
違
法
若
し
く
は
不
当
な

行
為
を
容
易
に
し
、
又
は
そ
の

発
見
を
困
難
に
す
る
お
そ
れ
」

を
掲
げ
て
い
る
が
、
所
得
税
法

第
２
３
４
条
第
２
項
の
「
質
問

検
査
権
の
権
限
は
、
犯
罪
捜
査

の
た
め
に
認
め
ら
れ
た
と
解
し

て
は
な
ら
な
い
。
」
を
是
非
と

も
承
継
す
べ
き
で
あ
る
。

③
さ
ら
に
、
法
律
名
が
改
正
後

の
法
律
の
内
容
を
よ
く
表
す
も

の
と
な
る
よ
う
、
題
名
の
変
更

を
検
討
す
る
と
さ
れ
た
。（
例

え
ば
「
国
税
通
則
と
納
税
者
の

権
利
利
益
保
護
に
関
す
る
法

律
」
）

�

納
税
者
権
利
憲
章
の
制
定

憲
章
に
つ
い
て
は
、
制
定
を

法
律
上
義
務
付
け
る
こ
と
と
さ

れ
、
そ
の
策
定
根
拠
、
憲
章
に

記
載
す
べ
き
事
項
を
法
定
す
る

と
さ
れ
、
税
理
士
会
が
制
定
に

つ
い
て
は
単
な
る
行
政
文
書
と

せ
ず
に
、
法
律
で
規
定
す
る
こ

と
と
の
要
望
内
容
と
一
致
し
た
。

憲
章
は
、
以
下
の
内
容
を
納

税
者
に
わ
か
り
易
く
示
す
観
点

か
ら
、
平
易
な
表
現
で
一
覧
性

の
あ
る
行
政
文
書
と
し
て
、
国

税
庁
長
官
が
作
成
し
公
表
す
る
。

イ

納
税
者
の
自
発
的
な
申
告

・
納
税
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
た

め
、
納
税
者
に
提
供
さ
れ
る

各
種
サ
ー
ビ
ス

ロ

税
務
手
続
の
全
体
像
、
こ

の
手
続
に
係
る
納
税
者
の
権

利
利
益
や
納
税
者
・
国
税
庁

に
求
め
ら
れ
る
役
割
・
行
動

ハ

納
税
者
が
国
税
庁
の
処
分

に
不
服
が
あ
る
場
合
の
救
済

手
続
き
、
税
務
行
政
全
般
に

関
す
る
苦
情
等
へ
の
対
応

ニ

国
税
庁
の
使
命
と
税
務
職

員
の
行
動
規
範

納
税
者
権
利
憲
章
は
、
平
成

２３
年
中
に
準
備
を
進
め
た
上
、平

成
２４
年
１
月
１
日

に

公

表

す

る
。２

、
更
正
の
請
求

の
期
間
延
長

「
更
正
の
請
求
」
の
行
え
る

期
間
は
現
行
１
年
と
さ
れ
て
い

る
。
実
務
的
に
は
過
去
に
遡

り
、
課
税
が
多
す
ぎ
た
分
を
取

り
戻
す
に
は
、
１
年
間
は
更
正

の
請
求
、
そ
れ
以
前
は
職
権
で

の
更
正
を
お
願
い
す
る
「
嘆

願
」
に
よ
ら
ざ
る
を
得
な
か
っ

た
が
、
こ
の
期
間
が
５
年
に
延

長
さ
れ
た
。
併
せ
て
、
課
税
庁

が
増
額
更
正
で
き
る
期
間
を
３

年
か
ら
５
年
に
延
長
さ
れ
る
。

こ
の
改
正
適
用
は
平
成
２３
年
４

月
１
日
以
後
に
申
告
期
限
が
到

来
す
る
国
税
に
つ
い
て
適
用
す

る
が
、
過
年
分
に
つ
い
て
も
運

用
上
、
納
税
者
か
ら
の
請
求
を

受
け
て
減
額
更
正
を
実
施
す
る

よ
う
努
め
る
こ
と
と
さ
れ
た
の

で
、
周
知
さ
れ
た
い
。

�

更
正
の
請
求
の
範
囲
の
拡
大

実
務
で
は
、
有
利
適
用
が
可

能
で
あ
っ
た
が
、
失
念
し
た
こ

と
に
よ
り
当
初
申
告
期
限
要
件

に
阻
ま
れ
て
納
税
者
に
損
害
を

与
え
る
こ
と
が
あ
っ
た
が
、
大

き
く
改
善
さ
れ
る
。

当
初
申
告
要
件
が
廃
止
さ
れ

る
措
置
は
２１
項
目
あ
る
が
、
代

表
的
な
も
の
は
以
下
で
あ
る
。

１
、
資
産
の
譲
渡
代
金
が
回
収

不
能
と
な
っ
た
場
合
の
所
得

計
算
の
特
例

２
、
受
取
配
当
金
益
金
不
算
入

３
、
所
得
税
額
、外
国
税
額
控
除

４
、
配
偶
者
に
対
す
る
相
続
税

額
の
軽
減

３
、
理
由
附
記
が

例
外
な
く
行
わ

れ
る

全
て
の
処
分
に
つ
い
て
、
原

則
と
し
て
平
成
２４
年
１
月
よ
り

実
施
さ
れ
る
。
た
だ
し
、
個
人

の
白
色
申
告
で
年
間
３
０
０
万

以
下
当
時
の
者
に
つ
い
て
も
、

記
帳
義
務
、
帳
簿
保
存
義
務
が

課
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

４
、
国
税
不
服
審

判
所
の
改
革

国
税
不
服
審
判
所
の
改
革

は
、
行
政
不
服
審
査
法
の
全
面

改
正
が
準
備
さ
れ
て
い
る
の

で
、
そ
の
議
論
を
待
っ
て
か
ら

と
さ
れ
た
が
、
税
制
改
正
大
綱

に
記
載
さ
れ
た
の
は
国
税
審
判

官
へ
の
外
部
登
用
を
拡
大
す
る

こ
と
と
さ
れ
、
民
間
か
ら
公
募

に
よ
り
、
年
１５
名
程
度
採
用

し
、
事
件
を
担
当
す
る
審
判
官

の
半
分
程
度
を
外
部
登
用
者
と

す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。
本
年
２

月
２２
日
に
応
募
締
め
切
り
で
あ

る
の
で
、
本
会
と
し
て
も
、
優

秀
な
者
を
審
判
官
に
送
る
施
策

を
講
じ
た
い
。

終
わ
り
に

納
税
者
権
利
憲
章
の
制
定
、

納
税
者
権
利
利
益
の
保
護
規
定

及
び
、
事
前
手
続
き
か
ら
事
後

手
続
き
ま
で
一
貫
し
た
規
定
を

法
で
定
め
る
こ
と
と
し
た
今
回

の
税
制
改
正
大
綱
に
よ
り
、
国

税
通
則
法
が
国
税
の
基
本
法
と

し
て
機
能
す
る
こ
と
に
な
る
。

税
理
士
会
が
長
年
要
望
し
て

き
た
こ
と
の
実
現
を
目
の
前
に

し
て
、
税
政
連
で
の
活
動
を
強

化
し
、
国
会
で
の
十
分
な
議
論

と
法
案
の
成
立
を
望
む
も
の
で

あ
る
。

納
税
環
境
整
備
に
よ
る
国
税
通
則
法
の
改
正
に
つ
い
て
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